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令和７年 11月 21日 

 

 佐渡市議会議長 金田 淳一 様 

 

決算審査特別委員長 平田 和太龍  

 

委 員 会 審 査 報 告 書 

 

 本委員会に付託の事件は、審査の結果次のとおり決定したので、会議規則第 109条の規定に基づ

き報告します。 

 

議 案 番 号 件  名 審査の結果 

議案第 112号 令和６年度佐渡市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 [指摘事項］ 

１ 総括的指摘事項 

 ⑴ 急激な人口減少により多様な分野において人材・有資

格者不足が深刻化している。定着率の高いＵターン者の

支援強化に加え、10代から移住・定着までを見据え、一

貫した戦略と従来の枠にとらわれない資格取得支援制

度の見直しを進めること。 

 ⑵ 健康寿命日本一を掲げ、健幸ぽいんと事業などを８課

連携で進めているが、目標を達成するため、各課の数値

目標と工程表を明確にし、庁内の連携を強化すること。

また、地域住民や医療機関、企業、学校などと協働し、

市全体で健康づくりを進める仕組みも構築すること。 

２ 観光文化スポーツ部、地域振興部 総括的指摘事項 

  昨年度の決算審査において指摘した滞在型観光から移

住へとつなげる取組は依然として進んでいない。約７万６

千名の「さどまる倶楽部」会員データを活用し、観光から

関係人口、そして、移住へと発展するよう、関係課が連携

して取り組むこと。 

３ 総合政策課、農林水産振興課、上下水道課 総括的指摘

事項 

  水源地の土地買収や地域住民や環境への配慮が不十分

な大規模太陽光発電所（メガソーラー）の開発が全国的に

問題となっている。佐渡島民の安全・安心な水源の確保と

トキを中心とした生物多様性の保全のため、必要な条例の

整備を強く求める。 

４ 財産管理課、建築住宅課 総括的指摘事項 

  佐渡市の持続可能な運営のためには、行政サービスを低

下させずに施設の統廃合や複合化を進めることが不可欠

である。しかし、新たに建設された施設は、その観点が不

足していたため、今後は財産管理課と建築住宅課が連携

認定（賛成多数） 
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し、全庁的な視点で取り組むこと。 

５ 会計課 

  令和６年10月から金融機関が自治体に対して公金の窓

口収納や振込などに手数料を徴収するようになった。手数

料削減を図るために、公金の納付方法として口座振替の利

用をより一層推進すること。 

６ 総務部 総務課 

  人件費・一般管理費について 

  佐渡市特定事業主行動計画では、時間外勤務時間数の目

標を６万３千500時間以下としているが、令和６年度は９

万６千985時間と大幅に超過している。また、一人あたり

の時間外勤務の平均は約96時間であるものの、一部の職場

では著しく超過している状況にある。職員の心身の健康管

理と業務効率化の観点から、適切な人員配置や労働環境の

向上を行うなど、支援体制の強化に取り組むこと。 

７ 総務部 防災課 

 ⑴ 防災対策事業について 

  ① 令和８年度末までに市内 326 すべての自主防災組

織で地区防災計画を策定することを目標としている

が、令和６年度末時点での策定数は 82 組織にとどま

っている。支所、行政サービスセンター等と連携し、

早急に全地区で策定が進むよう取り組むこと。 

  ② 災害時に備え、Ｖ２Ｈ充放電設備が未整備の避難所

のみならず同設備を整備している避難所についても

発電機等の非常用電源を計画的に整備すること。 

 ⑵ 緊急情報伝達システム管理費について 

   令和５年度当初予算において、戸別受信機本体の見直

しや新たな情報伝達方法の検討を求める意見を付した

が、現時点で具体的な方針が示されていない。島民への

迅速かつ確実な情報伝達体制を確立するため、早急に対

応方針を示し、必要な改善を進めること。 

８ 企画部 総合政策課 

  佐渡市の総合的な政策立案及び進捗管理については、十

分な体制が整っていない状況にある。市全体の政策調整機

能を強化するため、早急に総合政策課の在り方を検討する

こと。 

９ 企画部 交通政策課 

 ⑴ 空港対策事業について 

   新潟空港と新潟港をつなぐミニライナー事業の利用

者が増加したことにより、令和７年１月から民間事業者

で自主運行することとなった。これからも利用者のニー

ズを形にできるよう努めること。 

 ⑵ 交通対策事業について 

   粟島汽船では平日の朝一便を島発とするなど、島民の
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利便性を重視した運行ダイヤとなっている。市として、

小木－直江津航路の安定運行を確保するため支援を行

っているが、島民と観光客の双方にとって利用しやすい

運行ダイヤの在り方を検討していくこと。 

10 財務部 財政課 

  佐渡市全体を見据えた中長期的な視点を持ち、民間団体

等との役割分担を図りながら、取り組むべき事業の優先順

位を明確にすること。 

11 社会福祉部 社会福祉課 

  成年後見制度は全国で問題となっているが、当市におい

てもトラブルが発生している。高齢者や障がいを持つ方が

多い当市において、関係機関と連携し、判断能力が十分な

段階から意思決定支援及び財産管理に係る各種制度を適

切に活用できる体制整備及び普及啓発を推進すること。 

12 社会福祉部 高齢福祉課 

  老人クラブ活動事業について 

  老人クラブの事務負担については、以前より課題認識さ

れている中、一部の老人クラブでは若い年齢層を事務局に

抜擢して多世代交流につなげている事例もあるので、優良

事例を参考に活動が縮小とならないよう取組を推進する

こと。 

13 地域振興部 地域産業振興課 

  創業・事業拡大等支援事業について 

  雇用機会拡充事業補助金で勤務実態のない雇用により

返還事例が発生したため、特定有人国境離島特別措置法の

趣旨に沿い、地域に根ざした持続的な雇用確保に努めるこ

と。 

14 地域振興部 移住交流推進課 

  企業誘致・スタートアップ支援事業について 

  バーチャル窓口及び首都圏交流拠点「渋谷ＱＷＳ」につ

いては、十分な効果が確認できず、導入当初に指摘された

懸念も解消されていないため、総合的な観点から検証を行

うこと。 

15 観光文化スポーツ部 文化スポーツ課 

  スポーツ全国大会等出場者激励金について 

  佐渡から全国大会等で活躍する選手が年々増えている

ことは誠に喜ばしい。近年では、世界大会に出場する島民

も見られるようになっていることから、他自治体の状況も

参考にし、激励金制度の拡充を検討すること。 

16 建設部 建築住宅課 

  火災等の災害発生時において、被災者が一時的に住まい

を確保するための市営住宅の一時入居は極めて重要であ

る。被災者支援の迅速性を確保する観点から、被災規模に

よらず、速やかに入居できるよう検討すること。 



 

4 

17 教育委員会 学校教育課 

  学校ＩＣＴ推進事業について 

  令和５年度以降、家庭内学習時間の減少も影響し学力が

大幅に低下しているので、家庭学習時間の確保と児童・生

徒一人ひとりの特性や学習速度などに応じた個別最適な

学びを推進すること。 

18 教育委員会 社会教育課 

  図書館管理費について 

  利用が少ない図書室はサービス水準を維持しつつ統廃

合を進め、運営の効率化を図ること。その上で、正規職員

が他市と比較して少ない現状を踏まえ、適正な体制を確保

すること。 

19 消防本部 

  両津地区の木造住宅密集地域では、過去17年間に７件の

火災が発生している。木造住宅密集地域における火災を未

然に防止するとともに、発生時には延焼被害を最小限に抑

えられるよう、高度な防火対策の推進及び消防設備の充実

を図ること。 

議案第 113号 令和６年度佐渡市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認

定について 

認定（賛成多数） 

議案第 114号 令和６年度佐渡市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について 

認定（全会一致） 

議案第 115号 令和６年度佐渡市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

認定（賛成多数） 

議案第 116号 令和６年度佐渡市小水力発電特別会計歳入歳出決算の認定

について 

認定（全会一致） 

議案第 117号 令和６年度佐渡市歌代の里特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

認定（全会一致） 

議案第 118号 令和６年度佐渡市すこやか両津特別会計歳入歳出決算の認

定について 

認定（全会一致） 

議案第 119号 令和６年度佐渡市五十里財産区特別会計歳入歳出決算の認

定について 

認定（全会一致） 

議案第 120号 令和６年度佐渡市二宮財産区特別会計歳入歳出決算の認定

について 

認定（全会一致） 

議案第 121号 令和６年度佐渡市新畑野財産区特別会計歳入歳出決算の認

定について 

認定（全会一致） 

議案第 122号 令和６年度佐渡市真野財産区特別会計歳入歳出決算の認定

について 

認定（全会一致） 

議案第 123号 令和６年度佐渡市病院事業会計決算の認定について 

 

［指摘事項］ 

認定（全会一致） 



 

5 

 職員の声を踏まえ、病棟勤務を三交代制から二交代制に変

更したことにより、残業時間が削減された点は評価する。不

規則な勤務に従事する職員の健康に十分配慮した取組を今

後も職員とともに検討、実施していくことを期待する。 

議案第 124号 令和６年度佐渡市水道事業会計決算の認定について 認定（全会一致） 

議案第 125号 令和６年度佐渡市下水道事業会計決算の認定について 認定（全会一致） 

 


